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令和２年度障がい者相談支援体制機能強化会議 報告 

 

１ 目的 

  各地域の障がい者相談支援体制の整備及び質の向上を図るため、障がい者総合支援セン

ターの基幹化等、各地域における相談支援体制の機能強化に向けた各種テーマ（例：人材

育成体制、地域移行体制、権利擁護体制、地域自立支援協議会事務局体制、地域生活支援

拠点等整備等）ごとに必要な者を参集し、その協議及び情報交換等を行う。 

  本年度は、第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画策定年度であるため、各圏域

の策定の推進を後方支援する内容とする。 

 

２ 会議の開催状況 

 内  容 

第１回 ９月 18 日（金） 

（Web 開催） 

障害福祉計画策定に向けた圏域協議のために 

・講演 厚生労働省障害福祉課 相談支援専門官 藤川雄一氏 

・地域での障害福祉計画検討に向けて 

第２回 11月19日（木） 

    （Web 開催） 

次期障害福祉計画策定に向けた圏域協議について 

・全県の情報共有 

第３回 ２月 16 日（火） 

    （Web 開催） 

地域生活支援拠点等の整備状況について 

・令和３年度障害福祉サービス報酬改定の情報共有 

・全県の運営状況の共有 

  ※上半期は、対面が難しい状況でも Web の活用に慣れ、全圏域の相談支援体制について

共有することを目的とした「障がい者総合支援センター連絡会」を 6 月と 7 月に開催。 

 

３ 成果 

（１） 第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画策定のための基本的視点や PDCA サイ

クル（計画→実行→評価→改善）の協議を続ける必要性について共有することができた。 

（２） 集合会議が困難な状況でも、Web の活用により協議を止めない環境づくりができた。 

 

４ 来年度に向けて 

  相談支援体制を基盤とした「地域づくり」の検討の継続とともに、第 6 期障害福祉計画・

第 2 期障害児福祉計画の推進に向けた取組を進める。 

・自立生活援助やピアサポートの推進 

・重度・高齢化への支援（強度行動障がいや日中支援型 GH、在宅サービスの強化等） 

・多分野連携の促進 

・災害・感染症にも対応した支援体制 
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平成30年4月1日時点
長野県 １市町村 8圏域(60市町村)
全国 89市町村30圏域（144市町村）

「圏域ごとに地域生活支援拠点等を平成29年度までに整
備」の目標達成に向け、整備に向けた基本的な考え方や
先行事例を共有。

第５期障害福祉計画
（国の目標）平成32年度末までに整備

「第4期のフォロー」として、基幹
相談支援センター、事業所、行政等
の役割分担を視点に事例共有。

第1回
○テーマ検討
「地域生活支援拠点等の検討」
第2回
○先進的取組状況の共有
【事例】北信圏域、上小圏域
第3回
○視察「北信圏域 はるかぜ」
第4回
「地域取組状況の情報交換」
第5回
「相談、緊急時の受入体制につ
いて」

第1回
○シンポジウム「緊急時の受入体制
作りについて」 【事例】佐久圏域
第2回
○「自立支援協議会を活用した地域
の相談支援体制作りについて」
【事例】千曲坂城地域
第3回 自立支援協議会フォーラム
「地域生活支援拠点等～今年度動き
出した地域から～」ワールドカフェ
風意見交換
第4回
○「地域定着支援の活用について」
【事例】松本圏域筑北村
第5回
まとめ

平成28年度

第１回
○本年度の取組について
第2回
○「事例から各支援機関の役割を考え
る」【事例】上小圏域、北信圏域
第３回
○「コーディネーター（基幹）の取組か
ら各支援機関の役割を考える」
【事例】木曽圏域、諏訪圏域、飯伊圏域
第４回 自立支援協議会フォーラム
○シンポジウム（厚労省共催）
【事例】松本圏域、千曲坂城地域

第5回
まとめ

平成29年度 平成30年度

第4期障害福祉計画
（国の目標）平成29年度末までに地域生活支援拠点等を整備

平成29年4月1日時点
長野県 １市町村 ２圏域
全国 46自治体・保健福祉圏域

＜参考＞障がい者支援体制機能強化会議の経過

〇 平成28年度～平成30年度 「地域生活支援拠点等の整備」

〇 令和元年度 「相談支援体制を基盤とした「地域づくり」へ」
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地域生活支援拠点等の整備について 

 

１ 地域生活支援拠点等の整備計画等について 

（１）第５期障害福祉計画（2018～2020 年度）における成果目標 

第４期障害福祉計画において、平成 29 年（2017 年）度末までに「地域生活支援拠点を市町

村または圏域に少なくとも一つ整備する」として取組を進めてきたところであり、概ね目標ど

おり体制が整備されつつあることから、今後は拠点体制の充実・強化を図る必要がある。 

（２）地域生活支援拠点等に求められる５つの機能 

①相談支援 

地域移行支援及び地域定着支援による常時の連絡体制や緊急時等の相談支援、親元からの自

立や地域での暮らしなどにあたっての相談等に応じる機能 

②体験の機会・場の提供 

地域生活移行や親元からの自立等にあたり、一人暮らしの体験の機会や場を提供する機能 

③緊急時の受入れ・対応 

地域で生活する障がいのある方の急な体調不良や保護者等の急病などの場合に備え、短期入

所等による緊急受入や医療機関への連絡等の対応を行う機能 

④専門的人材の養成・確保 

 医療的ケアが必要な方や行動障害を有する方などに対し、専門的な対応ができる体制の確保

や専門的支援ができる人材を養成する機能 

⑤地域の体制づくり 

 コーディネーターの配置等により、地域の障がいのある方やその家族などの様々なニーズに

対応するサービスやそれらを提供できる地域の体制整備等を行う機能 

  

※どの機能をどの程度整備するかについては、地域の実情に応じ各圏域が検討する。  

※県自立支援協議会内に設置する「障がい者相談支援体制機能強化会議」において、市町村及び障

がい者総合支援センターの担当者などによる拠点整備に向けた意見交換等を実施している。 
 

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験の機会・
場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫
により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

体験の機会・場

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

地域生活支援拠点等の整備について

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター 等

専門性
地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター
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第 6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画の推進に向けた各部会の取組（案） 

 

部会等名 項目 取組内容 

人材育成部会 

 

 

 

成果目標６ 

相談支援体制の充実・

強化 

〇重層的な相談支援体制の構築に向けた取組 

・基幹相談支援センターを中心とした各圏域の

相談支援体制について情報共有 

〇 主任相談支援専門員役割や活用について 

・主任相談支援専門員連絡会議（仮称）の検

討・実施 

療育部会 

 

 

成果目標５ 

障がい児支援の体制

整備について 

 

発達障がい者等に対す

る支援（活動指標） 

〇各圏域の支援体制整備・充実にむけて、各圏

域の進捗管理・情報共有を実施。 

 

 

〇関係機関との連携強化、市町村等地域への情

報提供。 

就労支援部会 

 

 

 

成果目標４ 

福祉施設から一般就労

の移行について 

 

 

〇支援の質、特にアセスメント力の向上に向けた

研修会の実施 

〇就労継続B型から就労移行支援又は一般就労

等、流動性に関わる好事例の共有の場の開催 

〇利用者確保における圏域間情報共有の場の開   

 催 

精神障がい者 

地域移行支援 

部会 

 

 

成果目標２ 

精神障がいにも対応し

た地域包括ケアシステ

ムの構築について 

○圏域・市町村における協議の場の設置・開催等

推進のため、全県での情報交換の場の開催 

○地域移行支援等の利用状況を含め、システム

構築に係る課題の検討や支援者の資質向上等

のための研修会の開催 

権利擁護部会 

 

 

重点施策１ 

障がいへの理解と権利

擁護の推進 

（長野県障がい者プラ

ン2018） 

〇権利擁護、差別解消及び虐待防止の推進のた

め、各圏域での取組の情報共有 

〇虐待防止研修への協力 

障がい者支援

体制機能強化

会議 

 

 

 

障害福祉計画・障害児

福祉計画全般 

〇障がい者支援相談支援体制を基盤とした「地

域づくり」を推進するための取組 

・地域生活支援拠点等の充実強化のための全

県共有 

・「他分野連携」を促進するための好事例の紹  

 介 

 

Administrator
テキストボックス
14
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第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の策定について 

障がい者支援課 

１ 位置付け 

 障害者総合支援法及び児童福祉法の規定に基づき、国の定める基本指針に即して、広域的

な見地から障害福祉サービスの提供体制の確保に関する３年間の計画を策定する。 

 （市町村も同様に国の指針に即して市町村計画を策定。） 

※ 障がい者プラン 2018 と障害福祉計画・障害児福祉計画の関係 

計画 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

障害者計画（障害者基本法） 

※障がい者施策に関する基本的な事項を

定める中長期計画（６年間） 

       

障害福祉計画（障害者総合支援法） 

障害児福祉計画（児童福祉法） 

※サービス確保に関する計画（３年間） 

      

 

２ 計画策定の基本的な考え方 

(1) 第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画の達成状況を点検・評価した上で、未達成 

項目については、再チャレンジを、達成した項目については、取組の更なる充実を目指す。 

(2) 障がい者の重度化・高齢化などの社会情勢の変化や、重症心身障がい、発達障がい、強 

度行動障がいなど多様な障がいに対応するため、各種取組の充実・強化を目指す。 

(3) 地域課題の解決に向けて市町村計画との整合性を図り、市町村との連携強化を目指す。 

(4) 国の定める基本指針を加味して、国補助金（地域生活支援事業など）の活用を目指す。 

 

３ 計画の主な内容 

(1) 成果目標 

障がい者児の地域生活の充実や社会参加の促進を図るため、７つの柱に 23 の目標を設定 

(2) 必要サービス量の確保（活動指標） 

利用者の増加が見込まれる障害福祉サービスの提供体制の確保に関する取組方針を策定 

(3) 圏域ごとの計画 

 地域における課題を解決するため、障害保健福祉圏域ごとに重点項目と取組方針を策定 

 

４ 計画案策定の経過及び今後の予定 

年月日 実施事項 

R2．8月 

    9～11 月 

   10～11 月 

R3. 2 月 

    2～3月 

市町村・保健福祉事務所・地域自立支援協議会に対して説明会を実施 

圏域ごとに市町村のサービス見込量の調査や必要な方策について調整 

県障がい者施策推進協議会等の審議会で策定方針を説明し、意見聴取 

県障がい者施策推進協議会等の審議会で計画素案を説明し、意見聴取 

パブリックコメント実施後、部局長会議で正式決定 

 

 長野県障がい者プラン 2018 として 

 一体的に策定済み 

 第５期障害福祉計画   第６期障害福祉計画 

 第１期障害児福祉計画  第２期障害児福祉計画 

今回策定 

資料2-２ 
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【参考】障がい者プランと障害福祉計画･障害児福祉計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   ※下線部は国の基本指針の基本理念と共通する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,859 

14,870 

15,360 
15,855 

12,000

14,000

16,000

R1 R3 R4 R5

 

施
策
体
系 

基
本
的
視
点 

②誰もが、地域で安心して暮らせる自立生活への支援 

障がいのある人もない人も地域社会の一員として、学びを通じてお互いの理解を深め、 

自治の力を活かして支え合う、誰もが人格と個性を尊重され「居場所と出番」のある   

「共に生きる長野県」を目指します。 

基
本
理
念 

３ 安全で暮らしやすい 

地域づくり 

２ 地域生活の充実 

４ 社会参加の促進 

５ ライフステージに 

応じた切れ目のない

サービス基盤の充実 

(１)障がいに対する理解の促進 

(２)権利擁護、虐待防止の推進 

(１)地域生活移行の支援 

(２)生活の安定に向けた取組 

(３)相談支援体制の充実 

(４)福祉人材の養成・確保 

(５)地域生活支援拠点等の整備・充実 

（１）就労支援の充実 

（２）移動、情報コミュニケーション支援の充実 

（３）スポーツ、文化芸術、レクリエーション活動の振興 

長野県障がい者プラン 2018 

 第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

〇基本理念等の考え方は、「長野県障がい者プラン 2018」の内容を継承。 

〇成果目標について、「相談支援体制の充実・強化等」「障害福祉サービス等の質を向

上させるための取組に係る体制の構築」を追加。 

③生きがいのある、充実した生活を送ることができる社会づくりの推進 

(１) 安全な暮らしの確保 

(２) 誰もが暮らしやすいまちづくり 

(１)障がい者に対する適切な保健・医療サービスの充実 

(２)多様な障がいに対する支援 

(３)教育・療育体制の充実 

⓵共生社会の実現を目指して、全ての県民が理解を深め支え合う「心のバリアフリー」を推進 

 

１ 権利擁護の推進 

 第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 

〇成果目標（地域生活への移行、就労支援、精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの構築、地域生活支援拠点等、障がい児支援の提供体制）を設定 

〇障害福祉サービス等の種類ごとの必要な見込み量及び目標の達成のための方策を記載 
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（厚生労働省資料） 

(県資料) 

資料２－３ 
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第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画（案）の主な内容 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画の実績    

主な成果目標 目標値（H30～R2） R1 実績 課題 

福祉施設入所者の地域

生活移行 

 

H28 施設入所者 2,346 人のうち、 

地域生活への移行者 276 人 

入所者の減少数   102 人 

移行者 99 人 

減少数 90 人 

（H29-R1） 

・サービスの基盤及

び支援体制の充実 

福祉施設から一般就労

への移行 
福祉就労施設から企業等への就職者 

H28 実績 262 人⇒ R2 399 人 

就職者 265 人 ・障がいへの企業の

理解促進 

・障がい者の就労意

欲向上 

地域生活支援拠点等の

整備 

各圏域に１つ以上整備 10 圏域に整備 ・体制強化のための

評価・検討 

精神障がいに対応した

地域包括ケアシステム 

協議の場を全ての圏域に設置 

入院後、3 か月時点の退院率 69％以上 

入院後、1 年時点の退院率 91％以上 

1 年以上の長期入院患者 2,100 人 

９圏域に設置 

69％（H29） 

90％（H29） 

2,293 人  

・地域課題に対応し

た支援体制の充実 

・多分野連携の強化 

 
    

第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

①福祉施設入所者の地域生活移行 目標設定の考え方 

令和元年度末の入所者 2,256 人 

 → 地域生活への移行者 220人 移行（9.8％） 

 → 施設入所者の減少数 146人 減少（6.5％） 

目標未達成の状況を踏まえ、市町村計画と調

整の上、国の基本指針からさらに上積み 

 

②福祉施設から一般就労への移行 目標設定の考え方 

福祉就労施設から企業等への就職者 

  R1 実績 265 人→R5 421 人（1.59 倍） 

就職者のうち就労定着支援事業利用 

  R5 266 人（全体の 63％） 

就労定着率８割以上の事業所 

  →R5 全事業所の 80％以上 

コロナの影響や就労移行事業所の減少等を踏

まえ、市町村計画と調整の上、一部項目は国

の基本指針から上積み 

 

③地域生活支援拠点等の機能の充実 目標設定の考え方 

圏域ごとに地域生活支援拠点を１つ以上確保 

→ 前倒しでほぼ達成済み 

拠点の機能充実のための運用状況の検証・検討 

→ 年１回以上実施 

全国的にも先進的に取組を進めており、引き

続きの機能強化を図るため評価体制を強化 

 

④精神障がいに対応した地域包括ケアシステム 目標設定の考え方 

令和元年度末入院患者 3,824 人（精神科） 

 → 入院３か月後の退院率 69％以上 

 → 入院１年後の退院率  92％以上 

 → １年以上長期入院者 1,770 人 

過去の実績を踏まえ、国の基本指針に即して

設定 

 

⑤障がい児支援の提供体制の整備 目標設定の考え方 

児童発達支援センター、保育所等訪問支援、放課

後等デイサービス 

国の基本指針に即して、引き続き圏域単位で

の取組を継続 
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   → 全市町村で利用できる体制を確保 

医療的ケア児支援の協議の場の設置とコーディネ

ーターの設置 

   → 県及び圏域ごとに設置 

・医療的ケア児等支援体制構築事業を活用し

た人材育成、啓発活動 

・医療的ケア児の通所施設への上乗せ助成 

⑥相談支援体制の充実強化 目標設定の考え方 

総合的・専門的な相談支援の実施 

地域の相談支援体制を強化する体制の確保 

   → 圏域ごとに体制を確保 

既に 10 圏域体制で総合支援センターを整備済

みであり、更なる機能強化を目指す 

 

⑦障害福祉サービス等の質の向上 目標設定の考え方 

障害福祉サービスに係る各種研修 

審査支払システムの活用による請求過誤の排除 

   → 監査結果の市町村との共有 

   → 事業所運営の適正化 

現在の状況を踏まえ、国の基本指針に即して

設定 

 

    

活動指標 

 訪問系サービス   日中活動系サービス 

 

 

 

 

 

 

R1 実績 3,616 人 → R5 見込 4,086 人（＋13％） 

 

 

 

 

 

 

R1 実績 13,859 人→R5 見込 15,855 人（＋14％） 

 グループホーム   相談支援 

 

 

 

 

 

 

R1 実績 2,796 人 → R5 見込 3,238 人（＋16％） 

 

 

 

 

 

 

R1 実績 4,728 人 → R5 見込 5,963 人（＋26％） 

発達障がい者等に対する支援  

項目 R5 

ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞやﾍﾟｱﾚﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の支援プログラム等の受講者数 489 人 

ペアレントメンターの人数 100 人 

ピアサポート活動への参加人数 118 人 
 

 

 

圏 域 計 画 
地域の実情に応じ地域レベルで課題等を整理して施策を推進するために、

10 圏域ごとに圏域の自立支援協議会と共同で協議を行い策定 

計画の点検・評価 
毎年度、進捗状況を点検し、県障がい者施策推進協議会及び県自立支援協

議会に意見聴取して評価 

2,796

3,019

3,135

3,238

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

R1 R3 R4 R5

4,728 

5,343 

5,641 

5,963 

4,000

5,000

6,000

R1 R3 R4 R5

13,859 

14,870 
15,360 

15,855 

12,000

14,000

16,000

R1 R3 R4 R5

3,616

3,842

3,963

4,086

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

R1 R3 R4 R5
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 全サービス共通 

地域生活支援拠点等の機能を担う事業所となる場合の追加項目について 

地域生活支援拠点等の役割を担う事業所として届出を行う際には下記の項目を追加して
ください。 

 
 
 

 

運営規程の記載例 作成に当たっての留意事項 

その他運営に関する重要事項 

（地域生活支援拠点等の機能を担う事業所） 

第○○条 事業所は「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑

な実施を確保するための基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第

116 号）第二の三」に規定する地域生活支援拠点として以下の機能を

担う。 

（１）相談 

 基幹相談支援センター、委託相談支援事業、特定相談支援事業、地 

域定着支援を活用してコーディネーターを配置し、緊急時の支援が見 

込めない世帯を事前に把握、登録したうえで、常時の連絡体制を確保 

し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に必要なサービスのコ 

ーディネート等や相談、その他の必要な支援を行う機能。 

（２）緊急時の受入・対応 

 短期入所を活用した常時の緊急受入体制を確保した上で、介護者の 

急病や障がい者の状態変化等の緊急時の受入や医療機関への連絡等の 

必要な対応を行う機能。 

（３）体験の機会・場 

 地域移行支援や親元からの自立等に当たって、共同生活援助等の障 

害福祉サービスの利用やひとり暮らしの機会・場を提供する機能。 

（４）専門的人材の確保・養成 

 医療的ケアが必要な者や行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化 

した障がい者に対して、専門的な対応を行うことのできる体制の確保 

や、専門的な対応ができる人材の養成を行う機能。（基幹相談支援セン

ター等が開催する事例検討会等への参加、○○研修等、法人外で会さ

される研修への参加等） 

（５）地域の体制づくり 

 基幹相談支援センター、委託相談支援事業、特定相談、一般相談等 

を活用してコーディネーターを配置し、地域の様々なニーズに対応でき

るサービス提供体制の確保や、地域の社会資源の連携体制の構築を行

う機能。 

 

 

 

※地域生活支援拠点等の機能を担う

事業所である場合のみ記載してくだ

さい。（１）～（５）は「地域生活支

援拠点等の整備促進について」平成 29

年 7 月 7 日付け障障発 0707 代 1 号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課長通知）の２の（１）で定

める拠点等の必要な機能のうち、満た

す機能を記載してください。 

 

運営規程（例） 

以下に示す運営規程は記載例であり、各事業所の実態に応じた規程とし、内容を理解した上で作成し

てください。 
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（参考様式１） 

 

   地域生活支援拠点等の機能を担う事業所としての届出書 

 

平成 年 月 日 

 

 

○○市町村長 様 

                届出者 所在地 

                      事業者名 

                      代表者名            印 

 

 

 ○○圏域・地域の地域生活支援拠点等の機能を担う事業所として以下のとおり届け出

ます。 

 

区分 １ 新規    ２ 変更    ３ 廃止 

事業所の名称  

事業所の所在地 
〒 

 

事業所の電話番号  

事業所番号  

事業の種類  

地域生活支援拠点等 

として担う機能 

①相談 ②緊急時の受け入れ・対応 ③体験の機会・場  

④専門的人材の確保・養成 ⑤地域の体制づくり 

⑥その他（            ） 

 

 

 

 

※添付書類：運営規定 

 

 

 

 

「H30.5.17 地域生活支援拠点等の機能を担う事業所

の認定について（依頼）」にて発出した参考様式 
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（参考様式２） 

平成 年 月 日   

 

 

  ○○事業所 

   代表 長野 太郎様 

 

○○市町村長  

 

 

 

地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の認定について 

 

このことについて下記の事業所を、○○圏域・地域の地域生活支援拠点等の機能を担う事業所と認め

ます。 

 

記 

   

 １ 指定事業所名 

  

 ２ 指定事業所の所在地 

 

 ３ 事業所番号 

 

 ４ 事業の種類 

 

 ５ 地域生活支援拠点等として担う機能 （該当する機能を記載） 

①相談 ②緊急時の受け入れ・対応 ③体験の機会・場 ④専門的人材の確保・養成  

⑤地域の体制づくり ⑥その他（        ） 

 

 

 

（市町村、担当部課名） 

（担当者氏名） 

（連絡先電話番号） 

 

「H30.5.17 地域生活支援拠点等の機能を担う事業所

の認定について（依頼）」にて発出した参考様式 


